
5

1

2

3

4

イ

ロ

ハ

ヘ

ホ

ニ

B-2

振 替 払 込 受 付 証 明 書  （ お 客 さ ま 用 ）貼 付 欄

この点線内に受検手数料13,200円
の振替払込受付証明書を全面のりづけ
してください。
〈コピー不可〉（

上
）

（
下
）

受検申込の注意点 新規申込者の実務経験証明書注意点

※再受検申込が適用されないケース
　再受検申込は、平成１５年度以降の１級電気工事施工管理技術検定に申込実績のある方が適用可能です。
次にあげる申込実績は再受検申込の適用対象外となりますので、新規受検申込の手続きが必要です。
　・２級電気工事施工管理技術検定への申込
　・他の種目（土木、建築、管工事、造園、電気通信、建設機械）の技術検定への申込
　・平成１５年度において前年度学科合格者の資格で実地試験の申込
　なお、１級電気工事施工管理技術検定であっても、裏面にあげる再受検区分が異なる申込はできません。

平成15年度以降から昨年度までに本検定を受検し、今回再受検者として申し込む場合は、裏面の受検票等貼付
欄に過去の受検票等を貼ってください。受検票等がない場合は裏面を読んで、「受検証明書」発行申請をしてくだ
さい。

住民票は、再受検申込者以外の新規申込者全員が提出する書類ですが、履歴票に住民票コード(11桁の数字)を記入
した場合、住民票の提出は不要です。住民票を添付する場合は、住民票コードは記入しないでください。
外国籍の方は、住民票コードでは国籍が確認できないため、国籍名の記載がある住民票を必ず提出してください。

令和5年度１級電気工事施工管理技術検定

1

2

再受検の方は、裏面の②欄に過去の受検票等を貼付してください。

令和5年度１級電気工事施工管理技術検定受検申請書

本 籍 コ ード

01 北海道
02 青森県
03 岩手県
04 宮城県
05 秋田県
06 山形県
07 福島県
08 茨城県
09 栃木県
10 群馬県
11 埼玉県
12 千葉県
13 東京都
14 神奈川県
15 新潟県
16 富山県
17 石川県

18 福井県
19 山梨県
20 長野県
21 岐阜県
22 静岡県
23 愛知県
24 三重県
25 滋賀県
26 京都府
27 大阪府
28 兵庫県
29 奈良県
30 和歌山県
31 鳥取県
32 島根県
33 岡山県
34 広島県

35 山口県
36 徳島県
37 香川県
38 愛媛県
39 高知県
40 福岡県
41 佐賀県
42 長崎県
43 熊本県
44 大分県
45 宮崎県
46 鹿児島県
47 沖縄県
48 韓　国
49 朝　鮮
50 中　国
52 その他

予定の実務経験記入欄（受検の手引P8を参照）

予定の実務経験記入欄（受検の手引P8を参照）

勤務先名称 部署 従事した立場

〜
工事
種別

勤務
先名

所属
部署

工事
名

発注
者名

工事
種別

地位職名

工事
内容

工事
内容

勤務先所在地

〜

〜

〜

〜

証
　
明
　
者

電
気
工
事
施
工
管
理
に
関
す
る
実
務
経
験

指
導
監
督
的
実
務
経
験

①会社又は事業所名、②所在地、③証明者役職名、④証明者氏名の記載が必ず必要です。

工事
種別
工事
内容

勤務先名称・所属部署（部課名） 工事名・発注者名 経験年数工事種別・工事内容
指導監督的実務経験 工事工期地位職名

（　　年　　月～　　年　　月） （　　年　　ヶ月）
在職期間中の受検種目に関する実務経験年数

上記　　～　　の実務経験のうち、1年以上の指導監督的実務経験の内容1 4

上記3工事を記入した上で1年に満たない場合は、代表的な工事名・同様な工事件数・工事概要を下欄に記入し、その合算月数を　　に記入

6

令和5年3月末までの電気工事に関する実務経験年数（ 　　～　　 ）の合計年数を記入1 4

令和5年3月末までの指導監督的実務経験（　 　～　　 ）の合計年数を記入イ ニ

B-3

あなたが担当した業務の内容
（工事の施工、品質、安全管理等の業務について具体的に記入）

あなたが担当した業務の内容
（工事の施工、品質、安全管理等の業務について具体的に記入）

あなたが担当した業務の内容
（工事の施工、品質、安全管理等の業務について具体的に記入）

名称

所在地

名称

所在地

名称

所在地

名称

所在地

工事
種別

工事
内容

工事
種別

工事
内容

工事
種別

工事
内容

工事
種別

工事
内容

勤務先名称・所在地 所属部署（部課名）
主な工事種別・工事内容 従事した立場

在職期間中の受検種目に関する実務経験の内容

R5年　　　　月

R5年　　　　月

〜
R5年　　　　月

R5年　　　　月

ヶ月

合
計

年  　　ヶ月

年  　　ヶ月

年  　　ヶ月

年  　　ヶ月

年　　 　ヶ月

年　　　月S R
H

年　　　月S R
H

年　　　月S R
H

年　　　月S R
H

年　　　月S R
H

年　　　月S R
H

年　　　月S R
H

年　　　月S R
H

〜

〜

〜

年　　　　月S R
H

年　　　　月S R
H

年　　　　月S R
H

年　　　　月S R
H

年　　　　月S R
H

年　　　　月S R
H

証明日

年  　 月  　日受検申請者

現住所

氏名 生年月日 S
H 本籍 証明者との関係都・道

府・県

工事
種別

工事
内容

勤務
先名

所属
部署

工事
名

発注
者名

工事
種別

工事
内容

勤務
先名

所属
部署

工事
名

発注
者名

工事
種別

工事
内容

勤務
先名

所属
部署

工事
名

発注
者名

ヶ月

年　　 ヶ月

左記と同様な工事 他　　　　　件

ヶ月

ヶ月

年　　 ヶ月

代表的な工事名

上記の工事概要

ヶ月

標記の検定について、関係書類を添付して受検申請を行います。 令和　　　年　　　月　　　日 会社又は事業所名

所　　在　　地

役　　職　　名

氏　　　　　名

A 票 B 票

注意事項

　　　令和5年度
１級技術検定
実務経験証明書

国土交通大臣指定試験機関
一般財団法人建設業振興基金 理事長 殿

試
験
区
分

第一次・第二次検定

第二次検定のみ

第一次検定のみ
（受検資格区分ホの方）

新
規
受
検

再
受
検

１
平成15年度以降に1級電気工事施工管理技術検定を受検し、今回再受検の方は、下欄を記入

（受検年度・番号がわからない場合は下記「不明」欄を○で囲ってください。）

過去受検年度 H ・ R　　　　年度 過去受検番号 不明
２

１

２

３

令
和
　
年
　
月
　
日
撮
影

フチなしのパスポート用証明写真を
貼付してください。サイズ（縦4.5㎝×
横3.5㎝）が合わない写真、背景のあ
る写真、不鮮明な写真、顔が小さい写
真などはすべて受付できません。

顔
写
真
は
合
格
証
明
書
に
印
刷
さ
れ
ま
す（満　　才）

令和　　  年　　  月　　  日

合
計

ニ

履歴票

受　検
希望地

住民票コード(11桁)を記入した場合は、住民票の提出は不要です。マイナンバー（12桁）は無効です。
外国籍の方は、住民票コードでは国籍が確認できないため、国籍名の記載がある住民票を必ず提出してください。

ご自分が新規受検なのか、再受検なのかについて、
受検の手引きや上記※印の項目をご確認のうえ正しくお申込みください。

氏
　
名

氏名
氏 名

フリガナ

通称名
氏 名

フリガナ

（外国籍の方）

札

　幌

1
仙

　台

2
東

　京

3
新

　潟

4
名
古
屋

5
大

　阪

6
広

　島

7
高

　松

8
福

　岡

9
沖

　縄

10

住民票
コード

性　別
生年
月日

年昭和
平成

男
女

月
1
２

1
２

本　籍 本　籍
コード

都･道
府･県

学部・学科名 在学期間（在学年数）

在学年数

年 ヶ月

年　 　月

年　 　月
〜

入学

在学年数

年 ヶ月

年　 　月

年　 　月
〜

入学

最終学歴及び
その1つ前の
学歴

学　歴 学校名

最
　
終

一
つ
前

S H

S H

卒業

修了

S H

S H

R

R

R

R

卒業

修了

受検票等
送付先

〒（　　　　ー　　　　）
1 現住所

2 勤務先

3 その他

受検票等送付先の番号を左記から選んで必ず記入してください。（3 その他 を選んだ場合は、下欄に送付先を記入してください。）

左欄1・2以外の住所に受検票等を送付希望の方は、この欄に送付先を記入。現場の場合は事務所名等も記入。（日本国内に限る）

過去の受検票等を裏面の貼付欄に必ず貼付してください。

２
現
在
の
勤
務
先

１
現
在
の
居
住
地

〒 ーフリガナ

現住所

都･道
府･県

TEL［自宅］ （　　　　　） TEL［携帯］ （　　　　　）

B-1

フリガナ

〒 ー

勤務先
名称

勤務先
所在地

勤務先
種別コード

都･道
府･県

TEL （　　　　　） FAX （　　　　　）

フリガナ

部署名

左記の勤務先種別コード
を記入してください。

01. 国の機関
02. 地方公共団体
03. 公団・公社・事業団等

04. 電力会社
05. 鉄道会社
06. 特定建設業（電気工事業)

07. 一般建設業（電気工事業）
08. 特定建設業（その他）
09. 一般建設業（その他）

10. 建築士事務所・建設コンサルタント
11. その他

日

2級電気工事施工管理技士

合格証明書番号・免許番号等受検資格に関係する資格 試験に合格・免許等を受けた年月日

年　　   月　　　日H R

第一種電気工事士 （免状番号）

（免状番号）

（登録番号）

年　　   月　　　日H R

第一・二・三種電気主任技術者 年　　   月　　　日H R

技術士 年　　   月　　　日H

S

S

S

S R

1級電気工事施工管理技士補 年　　   月　　　日R

切り取らないでください

切り取らないでくださいミシン目

ミシン目

審査担当者記入欄
〈申込者は記入しないでください〉

振替払込受付証明書に郵便局の受付日附印がないものは受付できません。
※ATMでお支払いの場合はご利用明細票の原本を貼付してください。

月

月

年

年

月年

在学年数

学  校
コード

学  校
コード

学  科
コード

学  科
コード

最
終

一
つ
前

H

S

2

R 3

1

H

S

2

R 3

1

写　真

受検申請者の下記の実務経験内容は、裏面チェックリストにより適正に
記載されていることを確認し、下記のとおりであることを証明します。

資
　
格

この証明事項に事実と相違がある場合は、合格及び受検実績が取り消される場合があります。
事実と異なる実務経験証明を行い、不正合格者を技術者としている場合、建設業法に基づき処分・告発の対象となり得ます。

●実務経験とは
　受検資格を満たす実務経験とは、[表Ⅰ]にあげる電気工事において、［表Ⅱ］の立場で従事した施工に直接的に
関わる技術上の職務経験です。

B

B

B

受検資格として、実務経験の証明が必要な受検申請者・証明者の方は、
　受検の手引（冊子）
　　P6「2．電気工事施工管理に関する実務経験について」
　　P11「4．実務経験証明書の作成について」

を参照し、内容ご理解のうえ、実務経験証明書を適正に作成、証明してください。
※受検申請者と証明者は、　　票作成後に裏面チェックリストにより確認作業を行い、適正な内容となるようにして
ください。

※実務経験証明書の内容について疑義が生じた場合は、試験実施機関または国土交通省から証明者（またはその代
理たる立場の方）に対して内容を照会させていただく場合があります。

受検資格として実務経験の証明が必要な受検申請者が、　 票実務経験証明書が無記載の状態で提出した
場合は、受検資格の有無を判定できないため受検申請を無効として取り扱います（受検できません）。

なお、次に当てはまる方は、　 票実務経験証明書の作成は不要です。
　①第一次検定のみ…２級電気工事施工管理技術検定第二次検定※の合格者で第一次検定のみを受検申請する場合
　　　　　　　　　（※令和2年度までは実地試験）
　②『第一種電気工事士免状』のコピーを添付する場合

［表Ⅰ］電気工事施工管理に関する実務経験として認められる工事種別・工事内容

工事種別 主な工事内容（電気工事として実施された工事に限る）

発電設備工事 発電設備工事、発電機の据付後の試運転、調整　等

構内電気設備工事
（非常用電気設備を含む）

建築物、トンネル、ダム等における
　受変電設備工事、自家用発電設備工事、動力電源工事、
　計装工事、航空灯設備工事、避雷針工事、建築物等の「○○電気設備工事」　等

変電設備工事 変電設備工事、変電設備の据付後の試運転、調整　等

送配電線工事 架空送電線工事、架線工事、地中送電線工事、電力ケーブル布設・接続工事　等

引込線工事 引込線工事　等

照明設備工事 屋外照明設備工事、街路灯工事、道路照明工事　等

信号設備工事 交通信号工事、交通情報・制御・表示装置工事　等

電車線工事 （鉄道に伴う）変電所工事、発電機工事、き電線工事、電車線工事、鉄道信号・制御装置工事、
鉄道用高圧線工事　等

ネオン装置工事

（※）上記工事種別による増改設等の工事は、実務経験と認められます。

ネオン装置工事　等

1 1

審査担当者記入欄〈申込者は記入しないでください〉

ヶ
月年

実務充当
ヶ
月

見
込年

2級合格後 専監2年

2施工 工事士主任技技術士技士補

1

11111

1見
込

専主1年

1

訓練

立場工事種別
ヶ
月年

指導合計

1見
込

No.

ヶ
月年

実務合計

1見
込

［表Ⅱ］実務経験として認められる［表Ⅰ］の工事現場において『従事した立場』

説　　明従事した立場
施工管理 受注者（請負人）の立場で施工を管理（工程管理、品質管理、安全管理等を含む）した経験
設計監理 設計者の立場での工事監理業務の経験
施工監督 発注者側の立場で現場監督技術者等としての工事監理業務の経験

裏  面

裏  面

再受験申込者は　　　　　　内を必ず記入してください。その他の欄は記入不要です。

  なお、再受験申込者は、B票の作成の必要はありません。

（１） A票の作成方法 

16．再受験申込者の記入例

1. 記入は受験申込者本人が行ってください。
2. 記入は黒のボールペンを使用し、字を崩さずにていねいに書いてください。
 　消せるボールペン、鉛筆などは、記載内容が消滅することがありますので、
　 絶対に使用しないでください。

3. 年齢は平成31年3月３１日現在で記入してください。
4. 　　欄は記入しないでください。
5. 申請の内容については、改めて確認させて頂く場合があります。　　　　　
6. 誤って記入した場合は、修正液できれいに修正してから訂正事項
　 を記入してください。
7. 申請書は切り離さないでください。

電気　　　   太郎

○○電設工業株式会社　 工事部技術第一課

熊本

マルマルデンセツコウギョウカブシキガイシャ コウジブギジュツダイイッカ

1

6 3 1 2 0 4

4 3

 5     2　   3

30 300000

神奈川　　　　　　○○市○○区
○町1-2-34 ○○ハイツ205

カナガワケン マルマルシ マルマルク マルチョウ1-2-34 マルマルハイツ205

0 0 0  ００００

0 0 0  ００００

東京　　　　　　○○区○○町 5-6-78

0 6

テ　ンキ　　　　　　　タロウ

××

5

1

2

受検希望地は、10都市から選んでください。

氏名・生年月日・本籍は、住民票（戸籍）に記載
されているとおりに記入してください。

記入する場合は、郵便番号、アパート名、団地
名、棟番号、同居先名まで詳しく正確に記入し
てください。送付先を短期賃貸マンション等にさ
れる場合は、必ず郵便局に転送届（転居届）の
手続きをしてください。

●P18を参照し規格にあった写真を貼付してく
　ださい。
●サイズ縦4.5cm×横3.5cm
　顔の寸法は頭頂からあごまで3.4cm
　無背景、脱帽、アクセサリー等は外した状態

●受検申込者本人のみを撮影し、撮影後6ヶ月以
内のもの

写真はスキャニングをするため、写真の表面にセ
ロテープ等をはりつけるのは禁止です。指紋やゴ
ミも付かないよう気をつけてください。

書面申込者の提出写真に関する
注意事項について

Ａ票等記入例

現住所は、現在の住まいを記入してください。
住民票の住所と違っていても結構です。

住所・氏名を記入の上、次のとおりお支
払いください。
【郵便局の窓口で支払うとき】
同封の振替払込用紙で必ず個人別に払
込み、振替払込受付証明書を貼付欄に
全面のりづけしてください。必ず郵便
局の日附印が押印されているか確認し
てください。

【郵便局のATMから支払うとき】
同封の振替払込用紙で必ず個人別に払
込み、ご利用明細票の原本を貼付欄に
全面のりづけしてください。（控えと
して、必ずコピーをとり保管してくだ
さい。）
※コピーのご提出は認められません。

振
替
払
込
受
付
証
明
書
に
つ
い
て

0
0
0
-0
0
0
0

電
気
　
太
郎

東
京
千
代
田

2
1
6
0
9

5
.2
.3

045　 ○ ○ ○　×××× 090　○○○○　 ××××

03　　 ○○○○　 ×××× 03　　 ○○○○　 ×××○

平成15年度以降の1級の受検票または不合格通知書をＢ票上部裏面の貼付欄に全面のりづけしてください。

平成15年度以降の受検票等を紛失した場合は、
裏面の「受検証明書の発行を希望します」に○印
を付し、300円分の切手をクリップでとめてくだ
さい。

（2） 受検票等貼付欄について

裏面に平成15年度以降の
受検票等を貼付できる場合は、
記入不要です。

神
奈
川
県
○
○
市
○
○
区

○
町
 1
-2
-3
4
○
○
 ハ
イ
ツ
2
0
5

0
4
5
-0
0
0
0
-×
×
×
×

該当する区分に○印

受検票等は、氏名・受検番号・年度がわかるよ
うに貼り付けてください。

勤務先はビル名・部署等まで詳しく記入してくだ
さい。
勤務先ＴＥＬはご連絡させていただく場合があり
ます。

14．再受検申込者の記入例�

（1）A票の作成方法 
再受検申込者は 内を必ず記入してください。その他の欄は記入不要です。
 なお、再受検申込者は、B票の作成の必要はありません。 

1. 記入は受検申込者本人が行ってください。
2. 記入は黒のボールペンを使用し、字を崩さずにていねいに書いてください。
　 �消せるボールペン、鉛筆などは、記載内容が消滅することがありま
すので、絶対に使用しないでください。

3. 年齢は令和5年3月31日現在で記入してください。
4. 欄は記入しないでください。
5. 申請の内容については、改めて確認させて頂く場合があります。
6. �誤って記入した場合は、修正液できれいに修正してから訂正事
項を記入してください。

7. 申請書は切り離さないでください。
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過去の受検票等がある場合 過去の受検票等がない場合

第
一
次・第
二
次
検
定
を
再
受
検

再受検区分

１

受 検 票 等 貼 付 欄
（再受検申込者専用）

平成15年度以降の「受検票」「不合格通知」いずれかの原
本を、『氏名』、『受検番号』が見えるように全面のり付けして
ください。

※1 過去受検時の受検票等と現在の氏名が異な
る方は、戸籍抄本（写し不可）を同封してくだ
さい。

※2 再受検申込とは、平成15年度以降に本検定
の新規申込を行った方が、次年度以降に同
一の検定種目（1級電気）を再度申込する
際、添付書類【実務経験証明書、住民票、卒
業証明書、資格証明書（写）等】を省略でき
る申込方法です。（受検手数料の振替払込
受付証明書と顔写真は必要です。）

１ 2

●再受検申込については、受検の手引Ｐ１５を参照してください。
●下記①欄で該当する「再受検区分」の番号に〇印を付してください。
●②欄に貼り付ける受検票等は、平成15年度以降の申込実績によって次のとおりとなります。

受検票等を紛失した場合は、下記の項目に◯印を付していただき、受検証明書発行手数料として切手300円分を受検
申請書にクリップで留めてください。

■受検証明書の発行を希望した方は、当方にて受検証明書を作成し②欄に貼付して申込処理を進めますのでご了承
　ください。

再受検申込の方は、②欄に過去の受検票等を貼付してください。

　受検申請者と証明者は、おもて面の実務経験証明書に記載されている内容に対し、以下の各項目について確
認を行い✓印を付してください。確認内容に合致しない項目がある場合には、正しく記載できていない可能性があ
りますので、記載内容の見直しを行い、適正な内容となるように修正してから証明を行ってください。
　なお、『証明者チェック』は、証明者ご自身または証明者の代理たる立場の方が行ってください。証明者の代理た
る立場とは、受検申請者に対する人事権を有する立場に限ります。

・実務経験証明書の『証明者チェック』を行った方の所属部署名、役職名、氏名、連絡先電話番号を下欄に記入し
てください。証明者自身が行った場合、証明者の代理たる立場の方が行った場合とも記入が必要です。
• 実務経験証明書の内容に疑義が生じた場合には、証明者（またはその代理たる立場の方）へ試験実施機関また
は国土交通省より内容を照会させていただく場合があります。

電気工事施工管理技術検定　実務経験証明にあたってのチェックリスト

切り取らないでください

切り取らないでください

実務経験証明書「Ｂ票」に記載した実務経験は「受検の手引」P6 の［表Ⅰ］実務経験とし
て認められる工事種別・工事内容の経験である。

実務経験証明書「Ｂ票」に記載した実務経験は「受検の手引」P6 の［表Ⅱ］実務経験とし
て認められる従事した立場の経験である。

実務経験証明書「Ｂ票」に記載した実務経験年数に「受検の手引」P7 の「実務経験として
認められない工事・業務等」に該当する工事・業務等の期間は含んでいない。

実務経験証明書「Ｂ票」に記載した実務経験年数は複数工事を同時期に担当していた場合に
おいて期間を重複して計算していない。（詳細は「受検の手引」P8 の実務経験年数を計算す
るときの注意事項を確認すること。）

実務経験証明書「Ｂ票」の指導監督的実務経験「Ｂ-３」に記載した実務経験は、申込者自身
が現場代理人、主任技術者、工事主任、設計監理者、施工監督などの立場で、部下・下請けに
対して工事の技術面を総合的に指導監督した１年以上の経験である。

実務経験証明書「Ｂ票」の指導監督的実務経験「Ｂ-３」に記載した実務経験年数は、工事工
期のうち指導監督的実務経験として従事した期間のみを算出している。

実務経験証明書「Ｂ票」に記載した実務経験は、元請会社として建築一式工事等で請け負った工
事で、電気工事を下請けに出した経験は含んでいない。（ただし、元請会社で電気工事業の許可を
持ち、設備部門の技術者として配置されている場合は、当該技術者は電気工事施工管理の実務経
験として申請できる。）

実務経験証明書「Ｂ票」に記載した実務経験年数は、合否に関わらず他の検定種目で実務経
験として申請した期間の重複はない。実務経験の重複等がある場合は実際に携わった期間を
按分等している（詳細は「受検の手引」P8の実務経験年数を計算するときの注意事項を確認）。

該当の証明書類に記載した実務経験は、主任技術者の要件を満たした後、専任の監理技術者の
配置が必要な工事に配置され、監理技術者の指導を受けた２年以上の実務経験である。また、
次の３項目すべてに該当している。①所属している会社が特定建設業であり、直接建設工事を
請け負った工事である。（下請負人として実施した工事は該当しません）②専任の監理技術者の
配置が必要な工事である。③指導を受けた監理技術者と受検者本人は同一会社に属している。

該当の証明書類に記載した実務経験は、主任技術者になるための資格要件を満たした後、専
任の主任技術者としての１年（365日）以上の実務経験である。また、同封している書類（①
専任の主任技術者実務経験証明書、②工事請負契約書（写）、③施工体系図（写）、④現場代理人
主任技術者専任届等（写）、⑤建設業許可通知書（写））に偽りはない。

受検申請者
チェック

証明者
チェック

確　認　内　容

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

≪以下、※印の項目については、該当する方のみチェックしてください≫

※他の検定種目を受検している方はチェックしてください。

※専任の監理技術者等のもとにおける２年以上の実務経験の証明書類を提出する方のみチェックしてください。

※専任の主任技術者の証明書類を提出する方のみチェックしてください。

所属部署名 役職名 氏名 連絡先電話番号

第
二
次
検
定
の
み
を
再
受
検

2

第
一
次
検
定
の
み
を
再
受
検

3

1級電気工事施工管理技術検定の第一次・第二次検定受検申込（受検
の手引Ｐ２の区分イ・ロ・ハ・二いずれかに該当）で、第一次検定を不
合格または欠席【Ｒ２年度までは学科・実地試験】

1級電気工事施工管理技術検定の第一次・第二次検定受検申込（受検
の手引Ｐ２の区分イ・ロ・ハ・二いずれかに該当）で第一次検定のみ合
格者（技士補）

1級電気工事施工管理技術検定の第一次検定のみ受検申込（受検の
手引Ｐ２の区分ホに該当）

技術士第二次試験合格者で、1級電気工事施工管理技術検定の第二
次検定のみ受検申込【Ｒ２年度までは実地試験】

平成15年度以降の申込実績

第一次検定受検票、不合格通知のいずれか
（学科試験又は実地試験の受検票、不合格
通知も可）

第二次検定受検票、不合格通知のいずれか
（実地試験受検票、不合格通知も可）

②欄に貼付するもの

第二次検定受検票、不合格通知のいずれか
（第一次検定合格通知書も可）

第一次検定受検票、不合格通知のいずれか

再受検区分

第一次・第二次検定

第二次検定のみ

第一次検定のみ

第二次検定のみ

受検証明書の発行を
希望します

過去の受検票等がある場合 過去の受検票等がない場合

第
一
次・第
二
次
検
定
を
再
受
検

再受検区分

１

受 検 票 等 貼 付 欄
（再受検申込者専用）

平成15年度以降の「受検票」「不合格通知」いずれかの原
本を、『氏名』、『受検番号』が見えるように全面のり付けして
ください。

※1 過去受検時の受検票等と現在の氏名が異な
る方は、戸籍抄本（写し不可）を同封してくだ
さい。

※2 再受検申込とは、平成15年度以降に本検定
の新規申込を行った方が、次年度以降に同
一の検定種目（1級電気）を再度申込する
際、添付書類【実務経験証明書、住民票、卒
業証明書、資格証明書（写）等】を省略でき
る申込方法です。（受検手数料の振替払込
受付証明書と顔写真は必要です。）

１ 2

●再受検申込については、受検の手引Ｐ１５を参照してください。
●下記①欄で該当する「再受検区分」の番号に〇印を付してください。
●②欄に貼り付ける受検票等は、平成15年度以降の申込実績によって次のとおりとなります。

受検票等を紛失した場合は、下記の項目に◯印を付していただき、受検証明書発行手数料として切手300円分を受検
申請書にクリップで留めてください。

■受検証明書の発行を希望した方は、当方にて受検証明書を作成し②欄に貼付して申込処理を進めますのでご了承
　ください。

再受検申込の方は、②欄に過去の受検票等を貼付してください。

　受検申請者と証明者は、おもて面の実務経験証明書に記載されている内容に対し、以下の各項目について確
認を行い✓印を付してください。確認内容に合致しない項目がある場合には、正しく記載できていない可能性があ
りますので、記載内容の見直しを行い、適正な内容となるように修正してから証明を行ってください。
　なお、『証明者チェック』は、証明者ご自身または証明者の代理たる立場の方が行ってください。証明者の代理た
る立場とは、受検申請者に対する人事権を有する立場に限ります。

・実務経験証明書の『証明者チェック』を行った方の所属部署名、役職名、氏名、連絡先電話番号を下欄に記入し
てください。証明者自身が行った場合、証明者の代理たる立場の方が行った場合とも記入が必要です。
• 実務経験証明書の内容に疑義が生じた場合には、証明者（またはその代理たる立場の方）へ試験実施機関また
は国土交通省より内容を照会させていただく場合があります。

電気工事施工管理技術検定　実務経験証明にあたってのチェックリスト

切り取らないでください

切り取らないでください

実務経験証明書「Ｂ票」に記載した実務経験は「受検の手引」P6 の［表Ⅰ］実務経験とし
て認められる工事種別・工事内容の経験である。

実務経験証明書「Ｂ票」に記載した実務経験は「受検の手引」P6 の［表Ⅱ］実務経験とし
て認められる従事した立場の経験である。

実務経験証明書「Ｂ票」に記載した実務経験年数に「受検の手引」P7 の「実務経験として
認められない工事・業務等」に該当する工事・業務等の期間は含んでいない。

実務経験証明書「Ｂ票」に記載した実務経験年数は複数工事を同時期に担当していた場合に
おいて期間を重複して計算していない。（詳細は「受検の手引」P8 の実務経験年数を計算す
るときの注意事項を確認すること。）

実務経験証明書「Ｂ票」の指導監督的実務経験「Ｂ-３」に記載した実務経験は、申込者自身
が現場代理人、主任技術者、工事主任、設計監理者、施工監督などの立場で、部下・下請けに
対して工事の技術面を総合的に指導監督した１年以上の経験である。

実務経験証明書「Ｂ票」の指導監督的実務経験「Ｂ-３」に記載した実務経験年数は、工事工
期のうち指導監督的実務経験として従事した期間のみを算出している。

実務経験証明書「Ｂ票」に記載した実務経験は、元請会社として建築一式工事等で請け負った工
事で、電気工事を下請けに出した経験は含んでいない。（ただし、元請会社で電気工事業の許可を
持ち、設備部門の技術者として配置されている場合は、当該技術者は電気工事施工管理の実務経
験として申請できる。）

実務経験証明書「Ｂ票」に記載した実務経験年数は、合否に関わらず他の検定種目で実務経
験として申請した期間の重複はない。実務経験の重複等がある場合は実際に携わった期間を
按分等している（詳細は「受検の手引」P8の実務経験年数を計算するときの注意事項を確認）。

該当の証明書類に記載した実務経験は、主任技術者の要件を満たした後、専任の監理技術者の
配置が必要な工事に配置され、監理技術者の指導を受けた２年以上の実務経験である。また、
次の３項目すべてに該当している。①所属している会社が特定建設業であり、直接建設工事を
請け負った工事である。（下請負人として実施した工事は該当しません）②専任の監理技術者の
配置が必要な工事である。③指導を受けた監理技術者と受検者本人は同一会社に属している。

該当の証明書類に記載した実務経験は、主任技術者になるための資格要件を満たした後、専
任の主任技術者としての１年（365日）以上の実務経験である。また、同封している書類（①
専任の主任技術者実務経験証明書、②工事請負契約書（写）、③施工体系図（写）、④現場代理人
主任技術者専任届等（写）、⑤建設業許可通知書（写））に偽りはない。

受検申請者
チェック

証明者
チェック

確　認　内　容

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

≪以下、※印の項目については、該当する方のみチェックしてください≫

※他の検定種目を受検している方はチェックしてください。

※専任の監理技術者等のもとにおける２年以上の実務経験の証明書類を提出する方のみチェックしてください。

※専任の主任技術者の証明書類を提出する方のみチェックしてください。

所属部署名 役職名 氏名 連絡先電話番号

第
二
次
検
定
の
み
を
再
受
検

2

第
一
次
検
定
の
み
を
再
受
検

3

1級電気工事施工管理技術検定の第一次・第二次検定受検申込（受検
の手引Ｐ２の区分イ・ロ・ハ・二いずれかに該当）で、第一次検定を不
合格または欠席【Ｒ２年度までは学科・実地試験】

1級電気工事施工管理技術検定の第一次・第二次検定受検申込（受検
の手引Ｐ２の区分イ・ロ・ハ・二いずれかに該当）で第一次検定のみ合
格者（技士補）

1級電気工事施工管理技術検定の第一次検定のみ受検申込（受検の
手引Ｐ２の区分ホに該当）

技術士第二次試験合格者で、1級電気工事施工管理技術検定の第二
次検定のみ受検申込【Ｒ２年度までは実地試験】

平成15年度以降の申込実績

第一次検定受検票、不合格通知のいずれか
（学科試験又は実地試験の受検票、不合格
通知も可）

第二次検定受検票、不合格通知のいずれか
（実地試験受検票、不合格通知も可）

②欄に貼付するもの

第二次検定受検票、不合格通知のいずれか
（第一次検定合格通知書も可）

第一次検定受検票、不合格通知のいずれか

再受検区分

第一次・第二次検定

第二次検定のみ

第一次検定のみ

第二次検定のみ

受検証明書の発行を
希望します

裏  面

裏  面

再受験申込者は　　　　　　内を必ず記入してください。その他の欄は記入不要です。

  なお、再受験申込者は、B票の作成の必要はありません。

（１） A票の作成方法 

16．再受験申込者の記入例

1. 記入は受験申込者本人が行ってください。
2. 記入は黒のボールペンを使用し、字を崩さずにていねいに書いてください。
 　消せるボールペン、鉛筆などは、記載内容が消滅することがありますので、
　 絶対に使用しないでください。

3. 年齢は平成31年3月３１日現在で記入してください。
4. 　　欄は記入しないでください。
5. 申請の内容については、改めて確認させて頂く場合があります。　　　　　
6. 誤って記入した場合は、修正液できれいに修正してから訂正事項
　 を記入してください。
7. 申請書は切り離さないでください。

電気　　　   太郎

○○電設工業株式会社　 工事部技術第一課

熊本

マルマルデンセツコウギョウカブシキガイシャ コウジブギジュツダイイッカ

1

6 3 1 2 0 4

4 3

 5     2　   3

30 300000

神奈川　　　　　　○○市○○区
○町1-2-34 ○○ハイツ205

カナガワケン マルマルシ マルマルク マルチョウ1-2-34 マルマルハイツ205

0 0 0  ００００

0 0 0  ００００

東京　　　　　　○○区○○町 5-6-78

0 6

テ　ンキ　　　　　　　タロウ

××

5

1

2

受検希望地は、10都市から選んでください。

氏名・生年月日・本籍は、住民票（戸籍）に記載
されているとおりに記入してください。

記入する場合は、郵便番号、アパート名、団地
名、棟番号、同居先名まで詳しく正確に記入し
てください。送付先を短期賃貸マンション等にさ
れる場合は、必ず郵便局に転送届（転居届）の
手続きをしてください。

●P18を参照し規格にあった写真を貼付してく
　ださい。
●サイズ縦4.5cm×横3.5cm
　顔の寸法は頭頂からあごまで3.4cm
　無背景、脱帽、アクセサリー等は外した状態

●受検申込者本人のみを撮影し、撮影後6ヶ月以
内のもの

写真はスキャニングをするため、写真の表面にセ
ロテープ等をはりつけるのは禁止です。指紋やゴ
ミも付かないよう気をつけてください。

書面申込者の提出写真に関する
注意事項について

Ａ票等記入例

現住所は、現在の住まいを記入してください。
住民票の住所と違っていても結構です。

住所・氏名を記入の上、次のとおりお支
払いください。
【郵便局の窓口で支払うとき】
同封の振替払込用紙で必ず個人別に払
込み、振替払込受付証明書を貼付欄に
全面のりづけしてください。必ず郵便
局の日附印が押印されているか確認し
てください。

【郵便局のATMから支払うとき】
同封の振替払込用紙で必ず個人別に払
込み、ご利用明細票の原本を貼付欄に
全面のりづけしてください。（控えと
して、必ずコピーをとり保管してくだ
さい。）
※コピーのご提出は認められません。

振
替
払
込
受
付
証
明
書
に
つ
い
て

0
0
0
-0
0
0
0

電
気
　
太
郎

東
京
千
代
田

2
1
6
0
9

5
.2
.3

045　 ○ ○ ○　×××× 090　○○○○　 ××××

03　　 ○○○○　 ×××× 03　　 ○○○○　 ×××○

平成15年度以降の1級の受検票または不合格通知書をＢ票上部裏面の貼付欄に全面のりづけしてください。

平成15年度以降の受検票等を紛失した場合は、
裏面の「受検証明書の発行を希望します」に○印
を付し、300円分の切手をクリップでとめてくだ
さい。

（2） 受検票等貼付欄について

裏面に平成15年度以降の
受検票等を貼付できる場合は、
記入不要です。

神
奈
川
県
○
○
市
○
○
区

○
町
 1
-2
-3
4
○
○
 ハ
イ
ツ
2
0
5

0
4
5
-0
0
0
0
-×
×
×
×

該当する区分に○印

受検票等は、氏名・受検番号・年度がわかるよ
うに貼り付けてください。

勤務先はビル名・部署等まで詳しく記入してくだ
さい。
勤務先ＴＥＬはご連絡させていただく場合があり
ます。

（2）受検票等貼付欄について
平成15年度以降の1級の受検票または不合格通知書をＢ票上部裏面の貼付欄に全面のりづけしてください。
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